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証券コード　7477
平成30年6月4日

株 主 各 位
東京都多摩市関戸二丁目24番地27

ム ラ キ 株 式 会 社
代表取締役社長 永 井 清 美

第60回定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第60回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さいますようご
通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数
ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示いただき、平成30年6月21日（木曜日）午後6時00分までに到着するようご返送下さいます
ようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 　平成30年6月22日(金曜日）午前10時
２．場 所 　東京都渋谷区代々木2-2-1

　小田急ホテルセンチュリーサザンタワー　21階イーストルーム
　(会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は、末尾の会場ご案内
　図をご参照のうえ、お間違いのないようにご注意下さい｡)

３．会議の目的事項
報 告 事 項 １．第60期（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）連結計算書類並びに会

計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第60期（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）事業報告及び計算書類

報告の件
決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

　剰余金の配当の件
　取締役４名選任の件
　退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますようお願い申し上げ

ます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当

社ウェブサイト（http://www.muraki.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（添付書類）
事　 業　 報　 告

(
平成29年4月 1日から
平成30年3月31日まで )

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や金融緩和政策を背景に、企業
収益は緩やかに改善を続け、雇用・所得環境も引き続き改善傾向にあります。一方、米国
の政策運営の不透明感や、北朝鮮および中東情勢の緊迫化など国内景気への影響に対する
懸念は払拭されておらず、依然として先行きは不透明な状況が続いております。
このような状況の下、当社グループの主力販売商品であるカーケア関連商品の販売先で

あるサービスステーション（略称：SS）業界においては、大手石油元売会社の主導により
需給構造が抜本的に改善され市況は安定し、コスト連動市況が継続的に形成されたことに
より、一部に利益の改善が見られました。当社グループは構造改革により営業体制のスリ
ム化及びコスト削減を実現させ、基本営業の徹底により既存顧客との信頼関係を構築し戦
略的営業体制を確立させてきました。また物流システムにおいても一元管理による在庫ロ
スを含めたトータルコストの削減を実現させました。しかしながら繁忙期の天候不順、昨
年からの燃料価格の上昇は消費者のカーケア関連商品の買い控えを助長し、売上高に影響
を及ぼしました。収益においては仕入価格上昇分の価格転嫁の遅れ及び販売構成比の変化
が影響を及ぼしましたが、前期からは大幅な改善をすることができました。先に述べた需
給構造の改善によって、燃料価格の安値競争は縮小傾向にあり、ハイブリッド車をはじめ
としたエコカーの普及により燃料需要が減少していく中でSSに求められるものは集客力で
ありカーメンテナンス、その他燃料以外の商品、サービスであります。当社グループはこ
のニーズに対応できる提案力を 大の武器として、この一年で確立させた戦略的営業体制
で収益の安定化を目指してまいります。
これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高 7,763百万円（前年同期比 5.5％減）

となりました。収益面におきましては、営業利益 27百万円（前年同期は営業損失 148百万
円）、経常利益 45百万円（前年同期は経常損失 138百万円）、法人税等 48百万円を計上
し、親会社株主に帰属する当期純利益は 24百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期
純損失 195百万円）となりました。
セグメントごとの業績は次のとおりであります。主力事業である「カーケア関連商品販

売」事業については、上記の要因から、売上高は7,530百万円（前年同期比 5.5％減）、セ
グメント利益は 30百万円（前年同期はセグメント損失 149百万円）となりました。「その
他」の事業につきましては売上高は 318百万円（前年同期比 2.2％減）となりセグメント
損失は 4百万円（前年同期はセグメント損失 0百万円）となりました。
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事業の経過及びその成果
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(2) 企業集団及び会社の状況
　当社グループは、当社及び子会社４社により構成されております。
　当社グループの事業に係る位置付けは、次のとおりであります。
　「カーケア関連商品販売」事業については、大手石油元売系列のSS主体にカーケア関連商
　品の販売と販売促進支援を行っております。
　「その他」の事業については、下記の事業内容の区分と同一であります。

①　企業集団の主要な事業内容（平成30年3月31日現在）

事 業 の 種 類 別
セ グ メ ン ト の 名 称

事 業 の 内 容 会 社 名

カーケア関連商品販売
自動車補修部品、自動車ケミカル、サービ
スステーション備品、販売促進物ギフト、
自動車内小物等の販売

当社、株式会社ミツワ商会

その他

自動車ボディメンテナンス関連資材・機材
の販売等、看板・チラシ等の販促物の企画・
制作

株式会社テックコーポレーション

旅行の代理業務、金券・チケットの販売、
自動車の賃貸

株式会社ムラキ・エージェンシー

グループ会社の社員教育・金融事業 ムラキ協力事業協同組合

（注）株式会社ムラキ・エージェンシーは、平成30年3月31日に解散を決議し、清算手続き中であります。

②　企業集団の事業別売上高

事 業 の 種 類 別 売 上 高
第59期

(平成29年3月期)
第60期

(平成30年3月期)
前 期 比

（千円） （千円） （千円）
カーケア関連商品販売 7,970,515 7,530,144 △440,370

その他 325,408 318,204 △7,204

合 計 8,295,923 7,848,348 △447,574

（注）上記の金額は、セグメント間の取引については、相殺消去しておりません。

－ 3 －

事業の経過及びその成果
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(3) 設備投資等の状況
　当連結会計年度中における設備投資については、特記すべき事項はありません。

(4) 資金調達の状況
　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行（現三菱ＵＦＪ銀行）より200百万円、株式会社みずほ銀行よ
り100百万円、株式会社三井住友銀行より50百万円、及び、株式会社東京都民銀行より50百万
円の長期借入等を行いました。

(5) 対処すべき課題

　　当社グループは縮小傾向が続くSS業界においてカーケア関連用品販売のグローバルサプラ

　イヤーとして、SS業界の動向に対し柔軟に対応できる開発・提案・組織による収益基盤の強

　化とSS業界に囚われないビジネスモデルの構築が今後の課題であります。

　　これに対処すべく、構造改革により戦略的営業体制が確立された今、SS業界での既存事業

　と新事業領域の拡大はもとより新たなビジネスへの挑戦も積極的に行ってまいります。

　　これからも社会的責任を果たすべく全てのステークホルダーから信頼される企業を目指し、

　更なるコーポレートガバナンスの充実とコンプライアンス体制強化の徹底を図ってまいりま

　す。

(6) 財産及び損益の状況の推移
①　企業集団の財産及び損益の状況

項目 単位
第57期

(平成27年3月期)
第58期

(平成28年3月期)
第59期

(平成29年3月期)
第60期

(平成30年3月期)

売 上 高 千円 8,470,120 8,088,965 8,218,324 7,763,700

経常利益又は経常損失（△） 千円 133,902 105,910 △138,138 45,459

親会社株主に帰属する当期純利益又は親
会社株主に帰属する当期純損失（△）

千円 62,398 50,102 △195,949 24,842

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

円 4.40 3.53 △13.80 17.50

総 資 産 千円 4,951,789 4,935,054 4,670,184 4,454,584

純 資 産 千円 2,322,870 2,344,181 2,126,128 2,153,384

１ 株 当 た り 純 資 産 額 円 163.59 165.09 149.74 1,516.75

　（注）1.１株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失（△）は、期中平均株式数により算出しております。
　　　　2.当社は、平成29年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。
　　　　　1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益は、当連結会計年度に行いました株式の併合が当連結会
　　　　　計年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。
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 ②　当社の財産及び損益の状況

項目 単位
第57期

(平成27年3月期)
第58期

(平成28年3月期)
第59期

(平成29年3月期)
第60期

(平成30年3月期)

売 上 高 千円 8,274,023 7,824,603 7,369,052 6,992,681

経常利益又は経常損失（△） 千円 135,804 106,534 △140,892 68,745

当期純利益又は当期純損失（△） 千円 64,601 51,168 △196,901 24,228

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

円 4.55 3.60 △13.87 17.06

総 資 産 千円 4,896,513 4,894,125 4,398,351 4,211,278

純 資 産 千円 2,284,848 2,307,225 2,088,219 2,114,860

１ 株 当 た り 純 資 産 額 円 160.92 162.49 147.07 1,489.61

　（注）1.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均株式数により算出しております。
　　　　2.当社は、平成29年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。
　　　　　1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益は、当事業年度に行いました株式の併合が当事業年度の
　　　　　期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

(7) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

千円 ％

株式会社テックコーポレーション 70,000 100 自動車関連用品の販売、販促物の企画

株式会社ムラキ・エージェンシー 10,000 100
旅行の代理業務、金券・チケットの販
売、自動車の賃貸

株 式 会 社 ミ ツ ワ 商 会 10,000 100 カーケア関連商品販売

ム ラ キ 協 力 事 業 協 同 組 合 7,500 100 グループ会社の社員教育・金融事業

　(注)株式会社ムラキ・エージェンシーは、平成30年3月31日に解散を決議し、清算手続き中であります。

－ 5 －

財産及び損益の状況の推移、重要な親会社及び子会社の状況
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(8) 主要な支店及び営業所（平成30年3月31日現在）
<当社>　　　①本社　東京都多摩市関戸二丁目24番地27

　　　　　　②支店・営業所・出張所・駐在所・物流センター

店 舗 名 所 在 地 店 舗 名 所 在 地

北 海 道 支 店 札 幌 市 白 石 区

中 部 支 店

中 部 支 店 名 古 屋 市 緑 区

東 北 支 店

東 北 支 店 仙 台 市 若 林 区 名 古 屋 営 業 所 名 古 屋 市 緑 区

青 森 出 張 所 青 森 市 小 牧 出 張 所 小 牧 市

八 戸 出 張 所 八 戸 市 津 営 業 所 津 市

盛 岡 営 業 所 盛 岡 市 富 山 営 業 所 富 山 市

仙 台 営 業 所 仙 台 市 若 林 区 金 沢 営 業 所 金 沢 市

山 形 出 張 所 山 形 市

西日本支店

西 日 本 支 店 大 東 市

郡 山 営 業 所 郡 山 市 大 阪 営 業 所 大 東 市

北関東支店

北 関 東 支 店 宇 都 宮 市 姫 路 駐 在 所 赤 穂 市

水 戸 営 業 所 水 戸 市 広 島 営 業 所 広島市安佐南区

土 浦 出 張 所 土 浦 市 岡 山 駐 在 所 岡 山 市

宇 都 宮 営 業 所 宇 都 宮 市 山 口 駐 在 所 山 口 市

高 崎 営 業 所 高 崎 市 高 松 営 業 所 高 松 市

新 潟 営 業 所 新 潟 市 松 山 出 張 所 松 山 市

首都圏支店

首 都 圏 支 店 東 京 都 調 布 市

九 州 支 店

九 州 支 店 福 岡 市 博 多 区

川 越 営 業 所 川 越 市 福 岡 営 業 所 福 岡 市 博 多 区

川 口 営 業 所 川 口 市 佐 賀 駐 在 所 鹿 島 市

千 葉 出 張 所 佐 倉 市 長 崎 駐 在 所 諫 早 市

市 原 営 業 所 市 原 市 熊 本 駐 在 所 福岡県久留米市

松 戸 出 張 所 松 戸 市 鹿 児 島 営 業 所 鹿 児 島 市

東 京 営 業 所 東 京 都 調 布 市

物流センター 関東物流センター 埼 玉 県 児 玉 郡
南関東支店

南 関 東 支 店 横 浜 市 瀬 谷 区

横 浜 営 業 所 横 浜 市 瀬 谷 区

小 田 原 出 張 所 小 田 原 市

沼 津 出 張 所 静 岡 県 駿 東 郡

静 岡 営 業 所 静 岡 市

浜 松 営 業 所 浜 松 市

甲 府 営 業 所 甲 府 市

－ 6 －

主要な営業所及び工場
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(9) 企業集団及び当社の従業員の状況（平成30年3月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

名 名 歳 年
男 性 156 △25 43.53 14.61

女 性 12 △5 47.40 17.20

合 計 ・ 平 均 168 △30 43.77 14.62

（注）上記のほか、臨時従業員が月平均33名おります。

②　当社の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

名 名 歳 年
男 性 145 △25 43.90 15.03

女 性 9 △3 48.20 19.02

合 計 ・ 平 均 154 △28 44.10 15.06

（注）上記のほか、臨時従業員が月平均31名おります。

(10) 主要な借入先の状況（平成30年3月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高
千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 263,378

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 258,790

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 158,360

（注）株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年4月1日付で商号を株式会社三菱ＵＦＪ銀行に変更しております。

(11) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　　 当社グループといたしましては、株主の皆様への利益還元を経営上の 重要課題の一つと

　 して認識し、業績に応じた継続的な利益配分を実施することを基本方針としております。

　　 この方針に基づき、当期の普通株式についての配当金は、平成29年9月20日に公表いたしま

した配当予想の修正のとおり、期末配当を1株当たり5円とし、1株当たり年間10円（株式併合

後の基準で換算）の配当とさせて頂く予定です。

　　 なお、本件は平成30年6月22日開催の定時株主総会における議案として付議する予定です。

　　 内部留保金につきましては今後の事業活動における設備投資等の資金需要に備えるためで

あり、将来的には収益の向上を通じて株主の皆様に還元できるものと考えております。

　　 株主の皆様には、何卒事情ご理解の上、ご了承賜りますようお願い申し上げます。
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(12) 事業譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　　 当社子会社である株式会社ムラキ・エージェンシーは平成30年2月1日を効力発生日として

事業の一部である損害保険代理事業を銀泉株式会社へ譲渡いたしました。それに伴い、平成
30年3月31日に解散を決議し、清算手続き中であります。

(13) 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

(14) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

(15) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

２．会社の株式に関する事項（平成30年3月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 5,000,000株

(2) 発行済株式の総数 1,470,000株
（自己株式50,260株を含む）

(3) 株主数 720名（前期末比397名減）

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

有 限 会 社 ド リ ー ム ・ ワ ー ク ス 255,000 17.96

芙 蓉 土 地 建 物 株 式 会 社 250,000 17.61

村 木 ミ チ 112,300 7.91

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 103,700 7.30

松 井 証 券 株 式 会 社 54,100 3.81

ム ラ キ 社 員 持 株 会 52,048 3.67

楽 天 証 券 株 式 会 社 50,400 3.55

エ イ ケ ン 工 業 株 式 会 社 46,000 3.24

ム ラ キ 取 引 先 持 株 会 38,100 2.68

ム ラ キ 役 員 持 株 会 26,751 1.88

（注）1.持株比率については自己株式を除いて算出しています。
　　　2.当社は、平成29年10月1日付で普通株式10株を1株とする株式併合を実施しております。

－ 8 －
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３．会社役員に関する事項（平成30年3月31日現在）
(1) 会社役員の状況

取締役及び監査役の状況

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 永 　 井 　 清 　 美

常 務 取 締 役 関 冨 直 彦

取 締 役 柳 田 任 俊 商品事業部長

取 締 役 長 澤 正 浩
長澤公認会計士事務所代表
株式会社伊藤園社外監査役
 株式会社東京個別指導学院社外監査役

常 勤 監 査 役 吉 　 田 　 　 　 誠

常 勤 監 査 役 大 矢 敏 之

監 査 役 川 　 口 　 幸 　 信
税理士、税理士法人川口税務会計事務所代表社員
株式会社福岡エム・アンド・エーセンター代表取締役社長

監 査 役 湊 　 信 明
湊総合法律事務所代表
東京弁護士会　常議員
日本弁護士連合会　代議員

（注）１．取締役のうち長澤正浩氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．当社は、取締役長澤正浩氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

ております。
３．監査役のうち川口幸信氏及び湊信明氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
４．当社は、監査役川口幸信氏及び湊信明氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届けております。
　　　５．社外監査役川口幸信氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。
６．社外監査役の湊信明氏は、弁護士として法令について高度な能力・識見に基づき客観的な立場から監

査を行うことができるものであります。
７．社外取締役の長澤正浩氏、並びに監査役の吉田誠氏及び大矢敏之氏、社外監査役の川口幸信氏及び湊

信明氏は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項に定める賠償責任を限定する契約
を締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は、法令が規定する 低責任限度額であります。

－ 9 －
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(2) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該法人との関係
　 社外取締役長澤正浩氏は、長澤公認会計士事務所代表、株式会社伊藤園社外監査役及
 び株式会社東京個別指導学院社外監査役であります。当社と兼職先との間には特別の利
 害関係はありません。
　 社外監査役川口幸信氏は、税理士法人川口税務会計事務所代表社員及び株式会社福岡
 エム・アンド・エーセンター代表取締役社長であります。当社と兼職先との間には特別
 の利害関係はありません。
　 社外監査役湊信明氏は、湊総合法律事務所代表、東京弁護士会常議員及び日本弁護士
 連合会代議員であります。当社と兼職先との間には特別の利害関係はありません。

② 主な活動状況

区 分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取 締 役
（ 非 常 勤 ）

長 澤 正 浩
当期開催の取締役会13回のうち11回出席し、公認会計士として
の専門的見地からの発言を述べるなど、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

監 査 役
（ 非 常 勤 ）

川 口 幸 信
当期開催の取締役会13回のうち13回出席し、また、当期開催の
監査役会13回のうち13回出席し、税理士としての専門的見地か
らの発言を行っております。

監 査 役
（ 非 常 勤 ）

湊 　 信 明
当期開催の取締役会13回のうち11回出席し、また、当期開催の
監査役会13回のうち12回出席し、弁護士としての専門的見地か
らの発言を行っております。

(3) 取締役及び監査役の報酬等
　① 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

区分 員数 報酬等の額

取 締 役

（うち社外取締役）

　                 名

5

 （1）

　　　　　　　　　　　　千円

69,730

（6,600）

監 査 役

（うち社外監査役）

4

 （2）

22,100

（5,200）

合 計

（うち社外役員）

9

 （3）

91,830

(11,800）

 （注）上記の報酬等の額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額8,580千円が含まれております。

　　② 当事業年度に支払った役員退職慰労金
　　　平成29年6月22日開催の第59回定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時をもって退任し

た取締役及び監査役に対し支払った役員退職慰労金は取締役1名に対し2,400千円でありま
す。

－ 10 －
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４．会計監査人の状況
　(1) 会計監査人の名称

リンクス有限責任監査法人

　(2) 報酬等の額

　当社及び子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の額は以下のとおりです。
（単位：千円）

１．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,000

２．当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額

21,000

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報

　　酬の額を区分しておりませんので、１．の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めており

　　ます。

　(3) 会計監査人の報酬に対して監査役会が同意をした理由
　　　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監
　　査役等の実務指針」を踏まえ、監査項目別監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査
　　計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査時間及び報酬額の見積の妥当性を検討した結
　　果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。

　(4) 非監査業務の内容

　　　該当事項はありません。

　(5) 会計監査人と締結している責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人である「リンクス有限責任監査法人」とは、会社法第423条第１項の賠

　償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425

　条第１項の 低責任限度額であります。

リンクス有限責任監査法人が善意でかつ重大な過失がない時は、法令が定める額を限度

　として責任を負担する契約を締結しております。

　(6) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　　　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項に定める事由に該当すると認められた場合、

　　または会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められた場合は、その事実に基づ

　　き検討を行い、解任または不再任が妥当と判断した時は、株主総会に提出する「会計監査　

　　人の解任または不再任」の議案の内容を決定いたします。

－ 11 －
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５．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

　　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の

　 実務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、以下の通りであります。

 （1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　取締役・従業員は、職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、各分掌
に従い、担当する部署の内部統制を整備し、必要な規則の制定及び周知徹底を図ると共に、
必要事項については取締役会の決裁を受けるものといたします。

②　体制の整備、諸規程の見直し、実施状況、問題点の把握を行うため、内部統制担当取締
役を設置しております。併せて内部監査室の強化を図ります。

③　コンプライアンス遵守の観点に立ち、企業倫理行動規範を制定、総務人事部を事務局と
して、各職場単位で部門責任者を責任者として、定着化のための教育・定着状況をチェッ
クすることとしております。

(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　取締役の職務執行に係る各種の記録として、株主総会・取締役会議事録・稟議書・契約
書は、文書管理規程に基づき作成、保存、管理しております。

②　全社及び事業部門単位の業務実績については、月次、年次単位で作成し、経理部におい
て保存管理しております。

③　その他の執行に係る情報、記録については、総務人事部において作成、保存、管理基準
を定め、取締役・監査役が必要に応じて閲覧可能な体制とします。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　業務の執行は、取締役会規程、職務権限規程、稟議規程を遵守し、所定の決裁承認を受
けた上で行うこととし、監査役・内部監査室は遵守状況を定期的にチェックし改善策を指
示します。

②　今後想定されるリスクについては、コンプライアンス規程とは別途に、部門単位での想
定されるリスクの明確化と対処法を作成し、重要事項については取締役会決議により規程
の制定を図るものといたします。

(4) 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　組織及び職務分掌規程、職務権限に基づき役割、権限の明確化を図ると共に、取締役会
　規程に基づき、付議事項を定めております。また、執行役員制度を導入し、業務執行の迅
　速化を図ると共に、月１回の取締役・執行役員での取締役会において、重要事項の決定、
　業務報告を行い共有化を図っております。
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(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　グループ子会社については、関係会社管理規程に基づき、管理部門管掌取締役を統括責

任者として任命、グループ子会社の業務執行方針、予算、業況等のチェックを行っており、

重要事項については、当社代表取締役社長の決裁、取締役会付議を行うこととしておりま

す。

②　グループ子会社の就業規則その他の規程は、子会社特有の事項を除き、親会社の規程を

準用することとしております。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

①　監査役の職務を補助すべき使用人は、内部監査室に属する使用人を兼務として選任し、

監査役から指示がある場合は、指示に従い選任します。

②　前記補助者の独立性を確保するため、当該使用人の異動等の人事に関する決定は、監査

役会の事前同意を得るものとします。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制､ 

その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　取締役・執行役員及び使用人は職務執行に関して重大な法律・定款、内部規程違反もし

　くは、不正行為の発生または会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知っていた時

は、監査役に報告するものとします。

　　　また、内部監査の実施状況についてもその結果を監査役に報告するものとします。

②　監査役は、必要と認めた時は取締役・執行役員及び使用人に対して事業の報告を求め､

　業務及び財産の状況を調査することができるものとします。また、代表取締役社長は、監

　査役会と定期的な会合を開催するものとします。

③　当社は、監査役から職務執行に必要な費用の前払い、債務の処理等を請求された場合に

　は、当該職務の執行に必要でないと証明された場合を除き、速やかに処理するものとしま

　す。

④　使用人等からの監査役に対する報告をした者（内部通報者含む）に対して当該報告をし

　たことを理由として不利な取扱いをすることを禁止しております。
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（8） 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　　①　取締役の職務執行について

　　　　取締役会規程や社内規程を制定し、取締役が法令及び定款に則って行動するよう徹底し

　　　ております。当事業年度において取締役会を13回開催し、各議案についての審議、業務執

　　　行の状況等の監督を行い、活発な意見交換がなされており、意思決定及び監督の実効性は

　　　確保されております。また、部門長以上で構成され重要な業務執行について報告・協議を

　　　行う部門長会議も12回開催し業務執行の適正性・効率性を確保しております。

　　②　監査役の職務執行について

　　　　監査役は当事業年度において監査役会を13回開催し、監査役会において定めた監査計画

　　　に基づいた監査を実施しております。また、取締役会及び部門長会議等重要な会議への出

　　　席や代表取締役、会計監査人並びに内部監査室との間で定期的に情報交換等を行うことで、

　　　取締役の職務執行の監査、内部統制システムの整備並びに運用状況を確認しております。

　　③　当社子会社における業務の適正の確保について

　　　　当社子会社に対して、稟議申請等の管理を行うことで、その営業活動及び決済権限等を

　　　把握し、また、一定基準に該当する重要事項については、決定前に当社の取締役会等重要

　　　な会議での報告を義務とし、その遂行を承認するなど適切な経営がなされていることを監

　　　督する体制を整備しております。

　　④　コンプライアンスについて

　　　　当事業年度における主な取組みにつきましては、コンプライアンスの意識向上と不正行

　　　為の防止を図るため、社内規程を遵守し、社会規範を尊重し企業理念に則った行動をとる

　　　ため、継続的な周知活動の実施を行っております。また、コンプライアンス違反行為や疑

　　　義のある行為等を報告した者が、当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けな

　　　いことを確保するために、報告した使用人の異動、人事評価並びに懲戒等に関して不利な

　　　取扱いを行わないよう徹底しております。

　　⑤　反社会的勢力排除について

　　　　お取引先様の契約書等に反社会的勢力排除に関する条項を盛り込むと共に、反社会的

　　　勢力の情報を収集する取組みを継続的に実施しております。

－ 14 －

業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項



2018/05/22 14:09:20 / 17369879_ムラキ株式会社_招集通知

６．会社の支配に関する基本方針
　　当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、そ

　の内容の概要は以下の通りであります。

　（1） 基本方針の内容

　　　当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社

　　が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保し、向上させることを可能と

　　する者である必要があると考えております。

　　　当社は株式の大量の買付であっても、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益に資す

　　るものであれば、これを否定するものではありません。また、会社の支配権の移転を伴うよ

　　うな大量の株式の買付提案に応じるか否かの判断は、 終的には株主の皆様の総意に基づき

　　行われるべきものと考えております。

　　　しかし、株式の大量の買付行為の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主の皆

　　様の共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要

　　するおそれのあるもの、対象会社の取締役会や株主の皆様が株式の大量買付について検討

　　し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しない

　　ものなど、対象会社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益に資さないものも少なくありま

　　せん。

　　　当社にとっては、お客様との強い絆の維持が当社の成長を支えており、また、今後の成長

　　を支え続けるものであります。ひいては、株主の皆様の利益に繋がるものであると確信して

　　おります。こうしたお客様との強い絆が当社の株式の買付を行う者により中長期的に確保

　　され､向上させられるものでなければ、当社の企業価値及び株主共同の利益は毀損されるこ

　　とになります。

　　　当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当社株式の

　　大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、

　　このような者による当社株式の大量買付に対しては必要かつ相当な対抗をすることにより、

　　当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させる必要があると考えておりま

　　す。
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　（2） 基本方針の実現に資する特別な取組み

　　当社では、当社グループ全体としての事業の拡大と収益性の向上を目指し、また、将来のグ

　ループの収益の柱となる事業の創造を積極的に行うことにより、当社の企業価値ひいては株主

　の共同の利益を目指し、多数の投資家の皆様に当社株式を長期継続して保有していただくため

　以下の施策を実施しております。

　　 ① 経営理念及び経営の基本方針について

　　　　当社の経営理念は「人が好き、車が好き」を合言葉に「ヒューマンカーライフの創造を

　　　通じ社会に貢献する」ことを念じています。

　　　　 イ サービスステーションでの自動車メンテナンス関連商品事業の拡大と拡充の実践活

　　　　　　動を進めます。

　　　　 ロ 新規事業の創出と推進を進めます。

　　　　 ハ 人財の開発と育成に取組んでまいります。

　　 ② 企業価値の源泉について

　　　　当社は全国のサービスステーションを通じ、企業として担う公共的使命を果たしながら

　　　企業活動を行います。また、ステークホルダーとの信頼関係を保持し続けることが企業価

　　　値の源泉と考えます。

　　 ③ コーポレート・ガバナンスの強化について

　　　　当社は株主の皆様をはじめとする全てのステークホルダーから信頼される企業となるた

　　　め、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の重要な課題として位置づけ、企業倫理と

　　　遵法を徹底すると共に、リスク管理を含めた内部統制システムを整備し、経営の効率性、

　　　透明性を確保しております。

　　　　当社は監査役会制度を採用しております。監査役4名のうち2名は社外監査役であり、取

　　　締役会その他の重要な会議にも出席するほか、経営トップとも意見交換を行い、公正な経

　　　営監視体制をとっております。平成16年6月より執行役員制度を導入しております。また、

　　　平成18年6月には経営環境の変化に対応して 適な経営体制を機動的に構築するため、取

　　　締役の任期を2年から1年に変更しました。

　　　　取締役会は、取締役4名（うち社外取締役1名）で構成され、重要な業務執行その他法定

　　　事項についての決定を行うほか、当社及び子会社の業務執行状況の報告を受け、監督を行

　　　っております。

（注）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年3月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,278,609

1,602,244

1,005,799

584,536

8,145

78,836

△954

1,175,975

609,041

70,046

468

518,941

277

19,307

90,980

475,953

152,682

314,666

22,614

△14,011

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 1,443,185

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 762,562

１年内返済予定の長期借入金 521,713

リ ー ス 債 務 315

未 払 法 人 税 等 58,029

賞 与 引 当 金 13,680

そ の 他 86,885

固 定 負 債 858,014

長 期 借 入 金 521,499

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 35,850

退 職 給 付 に 係 る 負 債 267,137

繰 延 税 金 負 債 28,078

そ の 他 5,449

負 債 合 計 2,301,200

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,134,014

資 本 金 1,910,700

資 本 剰 余 金 88,604

利 益 剰 余 金 182,363

自 己 株 式 △47,653

その他の包括利益累計額 19,369

その他有価証券評価差額金 19,369

純 資 産 合 計 2,153,384

資 産 合 計 4,454,584 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,454,584

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 平成29年4月１日から
平成30年3月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 7,763,700

売 上 原 価 5,982,184

売 上 総 利 益 1,781,515

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,754,433

営 業 利 益 27,081

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,813

受 取 配 当 金 3,190

仕 入 割 引 11,480

受 取 手 数 料 4,954

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 9

そ の 他 4,235 25,684

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,345

手 形 売 却 損 559

そ の 他 402 7,306

経 常 利 益 45,459

特 別 利 益

事 業 譲 渡 益 30,000

固 定 資 産 売 却 益 83 30,083

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,695

投 資 有 価 証 券 評 価 損 500 2,195

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 73,346

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 51,557

法 人 税 等 調 整 額 △3,053 48,503

当 期 純 利 益 24,842

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 24,842

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 平成29年4月１日から
平成30年3月31日まで )

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株 主 資 本 合 計

当期首残高 1,910,700 88,604 164,619 △47,486 2,116,437

当期変動額

剰余金の配当 △7,099 △7,099

親会社株主に帰属す
る当期純利益

24,842 24,842

自己株式の取得 △166 △166

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 17,743 △166 17,576

当期末残高 1,910,700 88,604 182,363 △47,653 2,134,014

その他の包括利益累計額
純資産合計

その他有価証券
評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 9,690 9,690 2,126,128

当期変動額

剰余金の配当 △7,099

親会社株主に帰属す
る当期純利益

24,842

自己株式の取得 △166

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

9,678 9,678 9,678

当期変動額合計 9,678 9,678 27,255

当期末残高 19,369 19,369 2,153,384

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

１．継続企業の前提に関する注記

 該当事項はありません。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の数　　　4社

　　連結子会社の名称　　株式会社テックコーポレーション　　株式会社ムラキ・エージェンシー

　　　　　　　　　　　　ムラキ協力事業協同組合　　　　　　株式会社ミツワ商会

　(2) 連結子会社の事業年度に関する事項

　　すべての連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

 イ 有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　　　　　　　　　　　　　売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

　　　　時価のないもの……移動平均法による原価法を採用しております。

 ロ たな卸資産

　　当社及び連結子会社は主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

　価切り下げの方法により算定）を採用しております。

②  重要な減価償却資産の減価償却の方法

 イ 有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　定率法…………ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成28年

　　　　　　　　　　　　　4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しており

　　　　　　　　　　　　　ます。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の

　　　　　　　　　　　　　基準によっております。

 ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　定額法…………ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

　　　　　　　　　　　　　年）に基づく定額法としております。

 ハ リース資産…………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。
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③　重要な引当金の計上基準

 イ 貸倒引当金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

 ロ 賞与引当金………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。

 ハ 役員退職慰労引当金……連結計算書類提出会社の役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期

末要支給見込額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

 イ 退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　　　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間

　　　　　　　　　　　に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

 ロ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　　　　　　　　　　過去勤務費用については、その発生した年度の費用として処理しております。

　　　　　　　　　　　数理計算上の差異については、その発生した年度の費用として処理しておりま

　　　　　　　　　　　す。

　⑤　のれん償却方法及び償却期間

　　　のれんの償却については20年間の均等償却を行っております。

　⑥　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理……税抜方式によっております。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産
現金及び預金 22,000千円
建物及び構築物 59,852千円
土地 438,325千円
投資有価証券 48,840千円

計 569,017千円
担保に係る債務の金額

支払手形及び買掛金 70,276千円
１年内返済予定の長期借入金 223,402千円
長期借入金 193,748千円
計 487,426千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 989,476千円

(3) 受取手形割引高 65,284千円

 （4）期末日満期手形
　　　　期末日手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。なお、連結
　　　会計年度末日が金融機関休業日であるため、次の期末日満期手形は満期日に交換が行われたものとみなし
　　　て処理しております。

受取手形 60,804千円
支払手形 21,930千円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類

当連結会計年度

期首の株式数

（千株）

当連結会計年度

増加株式数

（千株）

当連結会計年度

減少株式数

（千株）

当連結会計年度

末の株式数

（千株）

普通株式 14,700 - 13,230 1,470

　(注）当社は、平成29年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施しております。

　　　普通株式の発行済株式総数の減少13,230千株は、株式併合によるものであります。

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類

当連結会計年度

期首の株式数

（千株）

当連結会計年度

増加株式数

（千株）

当連結会計年度

減少株式数

（千株）

当連結会計年度

末の株式数

（千株）

普通株式 501 0 451 50

　(注）普通株式の株式数の増加0千株は、株式併合に伴う端数株式の買取による増加20株及び単元未満株式

　　　の買取りによる増加499株（株式併合前440株、株式併合後59株）によるものであります。

　　　普通株式の株式数の減少451千株は、株式併合によるものであります。

(3) 配当に関する事項

①　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成29年10月25日

取締役会
普通株式 7,099 0.50 平成29年9月30日 平成29年12月4日

　　(注）平成29年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施しております。
　　「1株当たり配当額」につきましては、当該株式併合前の金額を記載しております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成30年6月22日

定時株主総会
普通株式 7,098 利益剰余金 5.00 平成30年3月31日 平成30年6月25日

－ 22 －
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５．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

　① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借

入による方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取

引は行わない方針であります。

　② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関し

ては、当社グループの与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主

な取引先の信用状況を半期ごとに把握する体制としております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有す

る企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが3ヶ月以内の支払期日であります。

　長期借入金（原則として5年以内）は主に設備投資に係る資金調達です。

　また、営業債務、借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に

資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

　　③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 23 －
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（２）金融商品の時価等に関する事項

　平成30年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

連結貸借対照表計上額

（千円）
時価　（千円） 差額　（千円）

（1）現金及び預金

（2）受取手形及び売掛金

（3）投資有価証券

1,602,244

1,005,799

135,218

1,602,244

1,005,799

135,218

－

－

－

　資産計 2,743,261 2,743,261 －

（1）支払手形及び買掛金

 (2) １年内返済予定の長期借入金

（3）長期借入金

762,562

521,713

521,499

762,562

521,713

517,943

－

－

△3,556

　負債計 1,805,774 1,802,218 △3,556

（注）１.金融商品の時価の算定方法

資　産

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

　　　　　　 帳簿価額によっております。

（3）投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負　債

（1）支払手形及び買掛金、(2) 1年内返済予定の長期借入金

　　 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

　　 帳簿価額によっております。

（3）長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

　り引いた現在価格により算定をしております。

－ 24 －
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２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式 　　　　　　　　　　　　　　17,464

３.金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

1年以内

（千円）

1年超

5年以内

（千円）

5年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

　現金及び預金

　受取手形及び売掛金

　投資有価証券

1,602,244

1,005,799

－

　　　　 　－

　－

－

　　 　　　－

　－

－

　　　 　　－

　　－

－

　合計 　 　2,608,043 　　　　 　－ 　　 　　　－ 　　　 　　－

６．賃貸等不動産に関する注記

　　　該当事項はありません。

７．1株当たり情報に関する注記

(1) 1株当たり純資産額 1,516円75銭

(2) 1株当たり当期純利益 17円50銭
　　（注）当社は、平成29年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。
　　　　1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益は、当連結会計年度に行いました株式の併合が当連結会計
　　　　年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 25 －

連結注記表



2018/05/22 14:09:20 / 17369879_ムラキ株式会社_招集通知

連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年5月23日

ムラキ株式会社

取締役会　御中

リンクス有限責任監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 舩 津 雅 弘 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 嶋 矢 　 剛 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ムラキ株式会社の平成29年4月1日から平成30年3月
31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、ムラキ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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貸　借　対　照　表
（平成30年3月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
コ ン テ ン ツ
コ ン テ ン ツ 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
会 員 権
そ の 他
貸 倒 引 当 金

3,069,080
1,518,545
179,256
757,227
531,116

748
13,039
14,086
2,383
8,145
37,845
7,362
△677

1,142,197
520,164
62,048

45
468
0

14,542
438,325
4,734
16,063
3,664
4,353
8,045

605,969
91,090
130,901
4,224

167,238
291
64

305,666
11,990
5,029

△110,527

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 1,320,945

支 払 手 形 205,457

買 掛 金 475,622

１年内返済予定長期借入金 500,269

未 払 金 33,097

未 払 費 用 6,919

未 払 法 人 税 等 51,963

前 受 金 7,772

預 り 金 4,952

賞 与 引 当 金 12,486

そ の 他 22,403

固 定 負 債 775,472

長 期 借 入 金 469,056

退 職 給 付 引 当 金 258,533

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 35,850

繰 延 税 金 負 債 6,583

そ の 他 5,449

負 債 合 計 2,096,417

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,095,491

資 本 金 1,910,700

資 本 剰 余 金 88,604

資 本 準 備 金 88,604

利 益 剰 余 金 143,839

利 益 準 備 金 16,578

繰 越 利 益 剰 余 金 127,260

自 己 株 式 △47,653

評 価 ・ 換 算 差 額 等 19,369

その他有価証券評価差額金 19,369

純 資 産 合 計 2,114,860

資 産 合 計 4,211,278 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,211,278

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 平成29年4月１日から
平成30年3月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,992,681

売 上 原 価 5,376,305

売 上 総 利 益 1,616,375

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,584,245

営 業 利 益 32,130

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,467

受 取 配 当 金 16,871

仕 入 割 引 11,164

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 4,176

受 取 手 数 料 4,914

そ の 他 2,245 42,840

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5,687

手 形 売 却 損 413

そ の 他 124 6,225

経 常 利 益 68,745

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 64 64

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,579

投 資 有 価 証 券 評 価 損 500 2,079

税 引 前 当 期 純 利 益 66,730

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 45,421

法 人 税 等 調 整 額 △2,919 42,501

当 期 純 利 益 24,228

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 平成29年4月１日から
平成30年3月31日まで )

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰
余金

当期首残高 1,910,700 88,604 88,604 15,868 110,841 126,710

当期変動額

利益準備金の積立 709 △709 －

剰余金の配当 △7,099 △7,099

当期純利益 24,228 24,228

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － 709 16,419 17,129

当期末残高 1,910,700 88,604 88,604 16,578 127,260 143,839

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本 評価･換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価･換算差
額等合計

当期首残高 △47,486 2,078,528 9,690 9,690 2,088,219

当期変動額

利益準備金の積立 - -

剰余金の配当 △7,099 △7,099

当期純利益 24,228 24,228

自己株式の取得 △166 △166 △166

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

9,678 9,678 9,678

当期変動額合計 △166 16,962 9,678 9,678 26,641

当期末残高 △47,653 2,095,491 19,369 19,369 2,114,860

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

１．継続企業の前提に関する注記

　　　該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品……………………当社は主として移動平均法による原価法を採用しております。（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　　　定率法…………………ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備は除く）並びに平成28

　　　　　　　　　　　　　年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し

　　　　　　　　　　　　　ております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方

　　　　　　　　　　　　　法と同一の基準によっております。

②　無形固定資産

　　　定額法…………………ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

　　　　　　　　　　　　　（５年）に基づく定額法としております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

②　賞与引当金………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負

担額を計上しております。

③　退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異は、発生した事業年度の費用として処理しております。

④　役員退職慰労引当金……役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給見込額を

計上しております。

－ 31 －
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(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　リース取引の処理方法

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

②　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

現金及び預金 22,000千円

建物 59,839千円

構築物 12千円

土地 438,325千円

投資有価証券 48,840千円

計 569,017千円

担保に対応する債務の金額

買掛金 70,276千円

１年内返済予定の長期借入金 223,402千円

長期借入金 193,748千円

計 487,426千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 902,118千円

(3) 受取手形割引高 49,019千円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 3,721千円

長期金銭債権 167,238千円

 （5）期末日満期手形
　　　　期末日手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。なお、当会
　　　計年度末日が金融機関休業日であるため、次の期末日満期手形は満期日に交換が行われたものとみなして
　　　処理しております。

受取手形 60,037千円
支払手形 21,801千円

－ 32 －
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４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 22,493千円

仕入高 82,206千円

営業取引以外の取引高 1,674千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の数　　　　普通株式 50,260株

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付に係る負債 79,162千円
貸倒引当金損金算入限度超過額 34,051千円
外形標準課税 3,313千円
税務上の繰越欠損金 107,340千円
減損損失 190,992千円
その他 72,373千円

繰延税金資産小計 487,233千円
評価性引当額 △477,123千円

繰延税金資産合計 10,110千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △8,548千円

繰延税金負債合計 △8,548千円

繰延税金資産（負債）の純額 1,562千円

７．リースにより使用する固定資産に関する注記
　該当事項はありません。

８．関連当事者との取引に関する注記
　役員及び主要株主等
　該当事項はありません。

９．１株当たり情報に関する注記
 (1) １株当たり純資産額 1,489円61銭
 (2) １株当たり当期純利益 17円06銭

　　（注）当社は、平成29年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。
　　　　1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益は、当事業年度に行いました株式の併合が当事業年度の期
　　　　首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 33 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年5月23日

ムラキ株式会社

取締役会　御中

リンクス有限責任監査法人

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 舩 津 雅 弘 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 嶋 矢 　 剛 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第１号の規定に基づき、ムラキ株式会社の平成29年4月１日から平成
30年3月31日までの第60期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　以　上

－ 34 －
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監査役会の監査報告

監査報告書

　当監査役会は、平成29年4月1日から平成30年3月31日までの第60期事業年度の取締役の職務の執行に関し

て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし

ます。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

  　　監査役会は､監査の方針､職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。

  　　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締

役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと

もに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及

び財産の状況を調査いたしました。

　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし

て会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決

議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び

運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及びリンクス有限責任監査法人から当該内部統

制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　また、事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針については、取締役会そ

　　の他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

　　　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子

　　会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明

　　細書について検討いたしました。

  　　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

　　とともに会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま

　　た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131

　　条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会)等に従って

　　整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

　　書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結

　　株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討いたしました。

－ 35 －
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

　ます。

　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま

　　　せん。

　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を

含め、指摘すべき事項は認められません。

　　④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方

　　　針については、指摘すべき事項は認められません。

(2) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人リンクス有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　会計監査人リンクス有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年5月25日

ム ラ キ 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 吉 田 　 誠 ㊞

常 勤 監 査 役 大 矢 敏 之 ㊞

社 外 監 査 役 川 口 幸 信 ㊞

社 外 監 査 役 湊 　 信 明 ㊞

以　上

－ 36 －
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の配当の件

　当社は事業の成長、拡大による企業価値の向上を 重要課題として認識するとともに、株

主の皆様への利益還元を経営上の重要課題のひとつと考えております。

　当社の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまして、

以下のとおりといたしたいと存じます。

　１. 配当財産の種類

　　　金銭といたします。

　２. 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　　当社普通株式１株につき金5円　　総額7,098,700円

　　（注）当社は、平成29年10月1日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施しております。株式併

　　　　 合前の平成29年9月30日を基準として１株当たり0.5円の中間配当金をお支払しておりますので、

　　　　 当期の年間配当金は、株式併合前に換算しますと、中間配当金0.5円と期末配当金0.5円を合わせ

　　　　 た１株当たり1円に相当し、株式併合後に換算しますと、中間配当金5円と期末配当金5円を合わせ

　　　　 た１株当たり10円に相当いたします。

　３. 剰余金の配当が効力を生じる日

　　　平成30年6月25日

－ 37 －
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第２号議案　取締役４名選任の件

　取締役全員（４名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締

役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社の株式数

１
なが

永
い

井
きよ

清
み

美
(昭和37年７月14日生)

昭和59年４月　当社入社

平成16年11月　当社新事業推進部長

平成18年10月　当社直売部長

平成19年３月　当社執行役員販売部長

平成19年６月　当社取締役

平成20年６月　当社常務取締役営業本部長

平成26年６月　当社代表取締役社長（現任）

株

7,878

２
せき

関
とみ

冨
なお

直
ひこ

彦
(昭和41年９月30日生)

平成５年９月　当社入社

平成16年11月　当社西日本支店長

平成19年４月　当社販売副部長

平成20年６月　当社執行役員販売第１部長

平成21年６月　当社取締役管理本部長

平成26年６月　当社常務取締役商品部長

平成29年６月　当社常務取締役（現任）

株

4,338

３
やなぎ

柳
た

田
ただ

任
とし

俊
(昭和43年9月19日生)

平成２年１月　当社入社

平成18年10月　当社北関東支店長

平成20年４月　当社南関東支店長

平成22年７月　当社販売部副部長

平成24年４月　当社商品部部長

平成25年４月　当社執行役員商品部長

平成26年４月　当社執行役員販売部長

平成29年６月　当社取締役商品事業部長（現任）

株

2,351

４
なが

長
さわ

澤
まさ

正
ひろ

浩
(昭和29年4月1日生)

昭和59年４月　新和監査法人（現 有限責任あずさ監査法人）入所

平成14年８月　朝日監査法人（現 有限責任あずさ監査法人）代表

　　　　　　　社員

平成24年７月　長澤公認会計事務所代表（現任）

平成25年７月　株式会社伊藤園社外監査役（現任）

平成26年５月　株式会社東京個別指導学院社外監査役（現任）

平成26年６月　当社社外監査役

平成28年６月　当社社外取締役（現任）

株

1,276

－ 38 －
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（注) １．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．長澤正浩氏は、社外取締役候補者であります。

３．長澤正浩氏を社外取締役候補者とする理由

長澤正浩氏は、公認会計士として、会計監査やコンサルティングの豊富な実務経験を有し、企業経営

に関するこれまでの経験や知見を踏まえ、社外取締役として適任であると判断いたしております。な

お、同氏は過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与したことは

ありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判

断いたしております。

　　　４. 長澤正浩氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結

　　　　　の時をもって２年となります。また、監査役としての在任期間は２年であります。

５．当社は、長澤正浩氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏が選任され

た場合は引き続き同氏を独立役員とする予定です。また、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づ

く賠償の限度額は、法令が規定する 低責任限度額であります。

なお同氏が社外取締役に承認された場合は同氏との賠償責任契約を締結する予定であります。

　　　６. 各候補者の所有する当社の株式数は、当期末（平成30年3月31日）現在の株式数を記載しております。

　　　また、ムラキ持株会における本人持分を含めて記載しております。

第３号議案　退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件

　　　　監査役吉田誠氏は、本総会の終結の時をもって任期満了により退任されますので、その

　　　在任中の功労に報いるため、当社における一定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金

　　　を贈呈することとし、その具体的金額、贈呈の時期、方法等につきましては監査役の協議

　　　にご一任願いたいと存じます。

　　　　退任監査役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

よ し

吉
 

　
だ

田
 

　
 

　
 

　
まこと

誠 平成18年６月　当社常勤監査役（現任）

　　役員退職慰労金の算出根拠

　　　　役員退職慰労金規程に基づき、退職慰労金は年度毎に算出した額の累計としており、年度単位で役員退職慰労引当金

　　　として計上しております。

　　　（1）年度毎の金額は、各役員の報奨月額に役位係数を乗じた額。

　　　（2）当該年度の業績の赤字又は無配が見込まれる場合、原則として当該年度は支給しない、引当金計上も行わない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

－ 39 －

取締役選任議案、監査役選任議案
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会　場　東京都渋谷区代々木２－２－１
小田急ホテルセンチュリーサザンタワー　21階イーストルーム

　03－5354－0111
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交通のご案内
●JR新宿駅甲州街道改札、新南改札より徒歩３分、JR他新宿駅南口より徒歩３分
●都営地下鉄新宿駅A１出口より徒歩１分
●バスタ新宿（新宿高速バスターミナル）より徒歩３分
●成田国際空港から成田エクスプレスで約80分、リムジンバスで100～140分
●羽田空港からリムジンバスで45～75分

地図




